
住民基本台帳法に基づく本人確認情報の提供又は利用事務（現行）

別表 法律名 法令番号 法別表に掲げる事務 利用者 備考

別表第１・第
３・第５

恩給法（他の法律において準用する場合を
含む。）

（大正１２年法律第４８号） 年金である給付の支給 総務省・都道府県知事

別表第１ 執行官法 （昭和４１年法律第１１１号） 年金である給付の支給 総務省

別表第１ 国会議員互助年金法 （昭和３３年法律第７０号） 年金である給付の支給 総務省

別表第１ 地方公務員等共済組合法又は地方公務員等
共済組合法の長期給付等に関する施行法

（昭和３７年法律第１５２号）
（昭和３７年法律第１５３号）

年金である給付の支給 地方公務員共済組合

別表第１ 地方公務員等共済組合法 （昭和３７年法律第１５２号） 年金である給付の支給 地方議会議員共済会

別表第１ 介護保険法 （平成９年法律第１２３号） 同法第１３４条第１項の通知 地方公務員共済組合

同法第１３７条第５項（同法第１４０条第３項に
おいて準用する場合を含む。）の通知

地方公務員共済組合

同法第１３８条第３項（同法第１４０条第３項に
おいて準用する場合を含む。）の通知

地方公務員共済組合

同法第１３７条第１項（同法第１４０条第３項に
おいて準用する場合を含む。）の特別徴収に係る
保険料額の徴収

地方公務員共済組合

同法第１３７条第１項（同法第１４０条第３項に
おいて準用する場合を含む。）の納入金の納入

地方公務員共済組合

別表第１ 介護保険法 （平成９年法律第１２３号） 同法第１３４条第３項（同法第１３７条第６項及
び第１３８条第４項において準用する場合を含
む。）の通知の経由

地方公務員共済組合連合会

同法第１３６条第６項（同法第１３８条第２項、
第１４０条第３項及び第１４１条第２項において
準用する場合を含む。）の通知の経由

地方公務員共済組合連合会

同法第１３７条第２項（同法第１４０条第３項に
おいて準用する場合を含む。）の特別徴収に係る
納入金の納入の経由

地方公務員共済組合連合会

別表第１ 地方公務員災害補償法 （昭和４２年法律第１２１号） 公務上の災害に対する補償 地方公務員災害補償基金

通勤による災害に対する補償 地方公務員災害補償基金

福祉事業の実施 地方公務員災害補償基金

別表第２・第４ 公職選挙法 （昭和２５年法律第１００号） 同一都道府県の区域内の他の市町村の区域内に住
所を移した選挙人が従前の市町村において当該都
道府県の議会の議員又は長の選挙の投票をする場
合において公職選挙法第四十四条第二項の規定に
より提示することとされている文書の交付

市町村長

別表第２ 公職選挙法 （昭和２５年法律第１００号） 同一都道府県の区域内の他の市町村の区域内に住
所を移した選挙人に当該都道府県の議会の議員又
は長の選挙の公職選挙法第四十九条の規定による
投票を行わせること

選挙管理委員会

別表第１ 電波法 （昭和２５年法律第１３１号） 無線局の免許 総務省

別表第１・第
３・第５

消防法 （昭和２３年法律第１８６号） 危険物取扱者試験の実施 同法第１３条の７第２項に規定する指
定試験機関・都道府県知事

別表第１・第
３・第５

消防法 （昭和２３年法律第１８６号) 消防設備士試験の実施 同法第１７条の１１第３項に規定する
指定試験機関・都道府県知事
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別表第３・第５ 消防法 （昭和２３年法律第１８６号) 危険物取扱者免状の交付 都道府県知事

消防設備士免状の交付 都道府県知事

別表第１ 消防団員等公務災害補償等責任共済等に関
する法律

（昭和３１年法律第１０７号） 消防団員等福祉事業の実施 消防団員等公務災害補償等共済基金又
は同法第２条第３項に規定する指定法
人

別表第２・第４ 消防組織法 （昭和２２年法律第２２６号） 非常勤消防団員に係る損害補償 市町村長

非常勤消防団員に係る退職報償金の支給 市町村長

別表第１ 国家公務員共済組合法又は国家公務員共済
組合法の長期給付に関する施行法

（昭和３３年法律第１２８号）
（昭和３３年法律第１２９号）

年金である給付の支給 国家公務員共済組合連合会

別表第１ 旧令による共済組合等からの年金受給者の
ための特別措置法

（昭和２５年法律第２５６号） 年金である給付の支給 国家公務員共済組合連合会

別表第５ 旅券法 （昭和２６年法律第２６７号） 一般旅券の渡航先の追加 都道府県知事

一般旅券の記載事項の訂正 都道府県知事

一般旅券の査証欄の増補 都道府県知事

別表第１ 私立学校教職員共済法 （昭和２８年法律第２４５号） 年金である給付の支給 日本私立学校振興・共済事業団

別表第１ 技術士法 （昭和５８年法律第２５号） 技術士試験の実施 文部科学省又は同法第１１条第１項に
規定する指定試験機関

別表第１ 技術士法 （昭和５８年法律第２５号） 技術士の登録 文部科学省又は同法第４０条第１項に
規定する指定登録機関

技術士補の登録 文部科学省又は同法第４０条第１項に
規定する指定登録機関

別表第１ 労働安全衛生法 （昭和４７年法律第５７号） 同法第１２条第１項の免許 厚生労働省

同法第１４条の免許 厚生労働省

同法第６１条第１項の免許 厚生労働省

別表第１ 労働安全衛生法 （昭和４７年法律第５７号） 同法第７５条第２項に規定する免許試験の実施 厚生労働省又は同法第７５条の２第１
項に規定する指定登録機関

別表第１ 作業環境測定法 （昭和５０年法律第２８号） 作業環境測定士の登録 厚生労働省又は同法第３２条の２第２
項に規定する指定登録機関

別表第１ 労働者災害補償保険法 （昭和２２年法律第５０号） 業務災害に関する保険給付の支給 厚生労働省

通勤災害に関する保険給付の支給 厚生労働省

労働福祉事業の実施 厚生労働省

別表第１ 賃金の支払の確保等に関する法律 （昭和５１年法律第３４号） 同法第７条の労働基準監督署長の確認 厚生労働省

別表第１ 雇用対策法 （昭和４１年法律第１３２号） 職業転換給付金の支給 厚生労働省

別表第１ 雇用保険法 （昭和４９年法律第１１６号） 基本手当の支給 厚生労働省

高年齢求職者給付金の支給 厚生労働省

特例一時金の支給 厚生労働省

高年齢雇用継続基本給付金の支給 厚生労働省

高年齢再就職給付金の支給 厚生労働省
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別表 法律名 法令番号 法別表に掲げる事務 利用者 備考

別表第１ 雇用保険法 （昭和４９年法律第１１６号） 同法第６２条の雇用安定事業の実施 厚生労働省又は雇用・能力開発機構

同法第６３条の能力開発事業の実施 厚生労働省又は雇用・能力開発機構

同法第６４条の雇用福祉事業の実施 厚生労働省又は雇用・能力開発機構

別表第１・第
３・第５

職業能力開発促進法 （昭和４４年法律第６４号） 技能検定の合格証書の交付（技能検定試験の実施
その他技能検定に関する業務（同法第６４条第２
項の政令で定めるものに限る。）

厚生労働省・都道府県知事

別表第３・第５ 職業能力開発促進法 （昭和４４年法律第６４号） 職業訓練指導員の免許 都道府県知事

職業訓練指導員試験の実施 都道府県知事

別表第５ 児童扶養手当法 （昭和３６年法律第２３８号） 児童扶養手当の支給 都道府県知事

別表第５ 特別児童扶養手当等の支給に関する法律 （昭和３９年法律第１３４号） 特別児童扶養手当の支給 都道府県知事

障害児福祉手当の支給 都道府県知事

特別障害者手当の支給 都道府県知事

別表第５ 国民年金法等の一部を改正する法律 （昭和６０年法律第３４号） 同法附則第９７条第１項の規定による福祉手当の支給都道府県知事

別表第１ 戦傷病者戦没者遺族等援護法 （昭和２７年法律第１２７号） 年金である給付の支給 厚生労働省

別表第１ 厚生年金保険制度及び農林漁業団体職員共
済組合制度の統合を図るための農林漁業団
体職員共済組合法等を廃止する等の法律

（平成１３年法律第１０１号） 年金である給付の支給 農林漁業団体職員共済組合

別表第１・第
３・第５

建設業法 （昭和２４年法律第１００号） 建設業の許可 国土交通省・都道府県知事

別表第１ 建設業法 （昭和２４年法律第１００号） 技術検定の実施 国土交通省又は同法第２７条の２第１
項に規定する指定試験機関

別表第１ 建設業法 （昭和２４年法律第１００号） 監理技術者資格者証の交付 国土交通省又は同法第２７条の１９第
１項に規定する指定資格者証交付機関

別表第１ 浄化槽法 （昭和５８年法律第４３号） 浄化槽設備士免状の交付 国土交通省

別表第３・第５ 浄化槽法 （昭和５８年法律第４３号） 浄化槽工事業の登録 都道府県知事

別表第１・第
３・第５

宅地建物取引業法 （昭和２７年法律第１７６号） 宅地建物取引業の免許 国土交通省・都道府県知事

別表第３・第５ 宅地建物取引業法 （昭和２７年法律第１７６号） 宅地建物取引主任者資格の登録 都道府県知事

別表第１ 旅行業法 （昭和２７年法律第２３９号） 旅行業の登録 国土交通省

別表第１ 旅行業法 （昭和２７年法律第２３９号） 旅行業務取扱主任者試験の実施 国土交通省又は同法第２２条の２第２
項に規定する旅行業協会

別表第３・第５ 旅行業法 （昭和２７年法律第２３９号） 同法第２４条の規定により都道府県知事が行うこ
ととされた事務の実施

都道府県知事

別表第５ 通訳案内業法 （昭和２４年法律第２１０号） 通訳案内業の免許 都道府県知事

別表第１ 地域伝統芸能等を活用した行事の実施によ
る観光及び特定地域の商工業の振興に関す
る法律

（平成４年法律第８８号） 地域伝統芸能等通訳案内業の認定 国土交通省又は同法第１２条第１項に
規定する指定認定機関

別表第１ 国際観光ホテル整備法 （昭和２９年法律第２６９号） ホテルの登録 国土交通省又は国際観光ホテル整備法
第１９条第１項に規定する指定登録機
関
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別表 法律名 法令番号 法別表に掲げる事務 利用者 備考

旅館の登録 国土交通省又は国際観光ホテル整備法
第１９条第１項に規定する指定登録機
関

別表第１ 不動産の鑑定評価に関する法律 （昭和３８年法律第１５２号） 不動産鑑定士の登録 国土交通省

不動産鑑定士補の登録 国土交通省

別表第１ 建築士法 （昭和２５年法律第２０２号） 一級建築士の免許 国土交通省

別表第３・第５ 建築士法 （昭和２５年法律第２０２号） 二級建築士の免許 都道府県知事

木造建築士の免許 都道府県知事

別表第５ 建築士法 （昭和２５年法律第２０２号） 一級建築士の住所等の届出の経由 都道府県知事

建築士事務所の登録 都道府県知事

別表第１ 航空法 （昭和２７年法律第２３１号） 航空機の登録 国土交通省

別表第１ 気象業務法 （昭和２７年法律第１６５号） 気象予報士の登録 気象庁

別表第２・第
３・第４・第５

公害健康被害の補償等に関する法律 （昭和４８年法律第１１１号） 指定疾病に係る認定 同法第４条第３号の政令で定める市・
都道府県知事

別表第１ 国家公務員災害補償法 （昭和２６年法律第１９１号） 公務上の災害に対する補償 人事院若しくは同法第３条第１項に規
定する実施機関

通勤による災害に対する補償 人事院若しくは同法第３条第１項に規
定する実施機関

福祉事業の実施 人事院若しくは同法第３条第１項に規
定する実施機関

別表第１ 防衛庁の職員の給与等に関する法律 （昭和２７年法律第２６６号） 公務上の災害に対する補償 防衛庁

通勤による災害に対する補償 防衛庁

福祉事業の実施 防衛庁
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